
鉾田町（ほこたまち）

＜行政組織＞

①議会(H15.3.1 現在)

議長 冨田 力男 副議長 勢司 正躬

任期 H15.9.14 定数 22 名 現議員数 22 名

党派別 共産 2 公明 1 無 19

②三役(H15.3.1 現在)

長 鬼沢 保平 任期 H11.10.31～H15.10.30

助役 河野 忠剛 収入役 藤枝 郁雄

③職員数 （人）

H12 年度 H13 年度 H14 年度
職員数

287 290 286

普通会計 264 一般行政職 168

うち施設関係 67 技能労務職 47

企業職 8職員一人

当たり住民数
101.3

消防職 0

公営事業会計 22 教育職 19

職員構成

(H14.4.1)

合計 286 その他 44

④機構図（H15.3.1 現在）
＜町長＞―＜助役＞―

総 務 課―庶務係,情報政策係,消防交通係,広報広聴係

財 政 課―財政係,管財係,契約検査係

企 画 課―企画調整係,地域振興係,統計係

町 民 課―住民基本台帳係,戸籍係

産 業 課―農政係,農林振興係,畜産係,商工係

税 務 課―町民税係,資産税係,徴収係

保 険 課―国保給付係,国保賦課係,年金係

福 祉 課―生活福祉係,高齢福祉係,介護保険係,児童・障害福祉

老人福祉センター「ともえ荘」

第一保育所,第二保育所

生活環境課―廃棄物対策係,環境係

クリーンセンター,エコパーク鉾田

健康増進課―健康増進係,保健予防係

保健相談センター,ほっとパーク鉾田

建 設 課―建築係,土木係,道路維持係,用地係

地籍調査課―地積調査係

都市計画課―都市計画係,下水道係

――――――――――――――――――――――――――――

＜町長＞―

水 道 課―業務係,施設係

＜町長＞―＜収入役＞―

会 計 課―出納係,審査係

＜教育委員会＞―＜教育長＞―＜事務局＞―

学校教育課―庶務係,学校教育係,文教施設係,

生涯学習課―生涯学習係,ｽﾎﾟｰﾂ振興係,文化振興係,

総合公園事務局,中央公民館,図書館

＜農業委員会＞―

事 務 局―農地係,農政係

＜議会＞

議会事務局―庶務係,議事係

＜選挙管理委員会＞

選挙管理委員会事務局

＜監査委員＞

監査委員事務局

＜概要＞

①沿革

昭和 30 年 3 月 15 日 合 体

巴村 徳宿村 鉾田町 新宮村

秋津村

昭和 30 年 8 月 10 日 境界変更

旭村の一部

②地勢・風土等

本町は、茨城県南部の鹿島郡北部に位置し、総面積は 106.43ｋ㎡

（北浦を除く）であり、その形状は、海岸部が狭く奥行きの深い内陸地

帯である。

現在、恵まれた自然環境や整いつつある交通基盤を生かし、活力あ

る産業の振興、ゆとりや潤いのある生活・文化環境の整備に努める

とともに、高齢化社会に対応した福祉の充実などを基調にした第3次

鉾田町総合計画（平成 5 年～平成 14 年）に沿って町政を進めてい

る。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H15.3.1）

男 14,041 14,104 13,899 13,939

女 14,329 14,501 14,326 14,300
人

口

(人) 合計 28,370 28,605 28,225 28,239

世帯数 7,121 7,426 7,731 7,951

④有権者数（H14.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 11,471 11,769 23,240 21.0％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 11 年度）

市町村内総生産 743 億円 就業者 1人当たり 5,808 千円

住民所得 710 億円 人口 1 人当たり 2,468 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H11 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 11,221 15.1％ 4,643 30.57％

第 2 次 12,743 17.1％ 3,550 23.37％

第 3 次 52,204 70.2％ 6,913 45.51％

総額・総数 74,314 ― 15,190 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
2,319 4,862 2,195（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H13.1.1～H13.12.31)

製造業

(H13.12.31)
58 759 9,299

商店数 従業者数
年間販売額

(H10.4.1～H11.3.31)卸・小売業

(H14.7.1)
391 2,185 46,851

④特産物

メロン、さつまいも、みそまんじゅう、ぬれせんべい

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>311-1592 鹿島郡鉾田町大字鉾田 1444-1

<Tel> 0291-33-2111 <Fax> 0291-32-4443

<HP> http://www.town-hokota.jp

<e-mail> soumu@town-hokota.jp

ロゴマーク

類型 Ⅶ-1 ｺｰﾄﾞ番号 084026 面積 106.47k ㎡

火葬場,消防救急, 上水道



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H12 決算 H13 決算 増減率

歳 入 8,936,350 9,598,878 7.4

歳 出 8,555,210 9,345,320 9.2

形式収支 381,140 253,558 ―

実質収支 367,521 241,277 ―

単年度収支 -60,626 -126,244 ―

実質単年度収支 -59,881 -125,688 ―

②主な歳入・歳出（平成 13 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 9,599 ― 663 7.4

地方税 2,241 23.3 -57 -2.5

地方交付税 3,372 35.1 -203 -5.7

国庫支出金 647 6.7 192 42.3

地方債 1,231 12.8 649 111.5

その他 2,108 22.0 ― ―

歳 出 9,345 ― 790 9.2

義務的経費 3,985 42.6 0 0

人件費 2,434 26.0 85 3.6

扶助費 582 6.2 1 8.9

公債費 970 10.4 1 0.1

投資的経費 2,115 22.6 ― ―

普通建設事業費 2,115 22.6 652 44.6

うち補助 832 8.9 675 428.4

うち単独 1,217 13.0 -19 -1.5

その他の経費 3,245 34.7 ― ―

③主要指標（平成 13 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H14） 2,346 百万円

基準財政需要額（H14） 5,524 百万円

標準税収入額等（H14） 3,055 百万円

標準財政規模（H14） 6,229 百万円

財政力指数（H12～14） 0.41

経常収支比率 84.8 ％

公債費負担比率 13.7 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 9.7 ％

税の徴収率（現年） 95.8

税の徴収率（合計） 85.7

ラスパイレス指数(H14.4.1) 99.3
④将来にわたる財政負担(単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 10,371,743 166.5

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 181,435

実質債務残高( C A+B) 10,553,178 169.4

積立金現在高（D） 1,111,697 17.8

将来にわたる財政負担（E C-D） 9,441,481 151.6

⑤市町村税の状況（平成13年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

960,735 818,905市町村民税

（構成比） （36.7） （36.5）
85.2

1,353,109 1,139,680固定資産税

（構成比） （51.8） （50.9）
84.2

300,836 282,340その他の税

（構成比） （11.5） （12.6）
93.9

合計 2,614,680 2,240,925 85.7

＜公共施設整備状況＞（平成 13 年度）

小学校 12 校 老人福祉施設 2 ヶ所

中学校 2 校 病院・診療所 34 ヶ所

幼稚園 7 園 道路改良率 5.4％

保育所 5 ヶ所 道路舗装率 61.6％

図書館 1 ヶ所 ごみ焼却処理率 44.5％

公営住宅 82 戸 し尿衛生処理率 98.0％

1 人当たり公園面積 8.5 ㎡ 上水道等普及率 38.3％

公民館等 1 ヶ所 排水等処理率 36.35％

体育館 3 ヶ所

プール 2 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
116.0％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

小学校温度保持

設備復旧除湿設

備事業

H15

青柳小冷暖房設備工事等の実施

当間小・野友小の実施設計 75

中学校温度保持

設備復旧除湿設

備事業

H15

鉾田北中学校冷暖房設備工事等の

実施（14 国債事業） 136

(仮称)鉾田北部

幼稚園新築事業

H14

～

Ｈ15

3 園を統廃合するため、新たに整備

（新築工事） 450

②今後の主要課題・特色ある行政等

＜主要課題＞

・行政改革,財政健全化施策の推進

・下水道整備の推進

・高度情報化施策の推進

＜特色ある行政＞

・総合窓口設置によるワンストップサービスの導入


